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番号

0

38,174,314

36,905,473

389,282

不用額（千円）

翌年度繰越額（千円）

支出済歳出額（千円）

流用等増△減額（千円）
0

歳出予算現額（千円）

26,063

68,082

0

24,886,306

総合･実績･事業

（ 当 初 ）

地球温暖化防止等の環境の保全を行う 3-9評価方式

2,218,247 36,263,272

政策評価調書（個別票①-1）

歳出予算額（千円）

【政策ごとの予算額等】

政策名

20年度 22年度

1,148,450

38,106,232

評価結果の予算要求等
への反映状況

評価結果を受け、国土交通分野における環境負荷の低減を引き続き図るために、地球温暖化対策を初めとする環境政策・省エネル
ギー政策を推進するための予算を要求した。

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

（ 補 正 後 ）

＜0＞ ＜0＞

879,558

予備費使用額（千円）

前年度繰越額（千円）
0

地球温暖化対策を初めとする環境政策・省エネルギー政策を推進することで、国土交通分野における環境負荷の低減を図る。詳細は
個別票②の通り。
なお、建設廃棄物の再資源化・縮減率等の指標（①～⑥）については、3年に1回の頻度で実施する建設副産物実態調査により、目標
の達成度合いを測定する。

政策評価結果を受けて、事業内容や実施方法等を見直すことにより支出の削減・抑制を図ったものは特にない。

23年度要求額

68,082

1,183,816

＜0＞ ＜0＞

1,183,816

1,089,672

21年度

0
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 国土交通本省

Ａ 2 一般 国土交通本省

Ａ 3 一般 地方運輸局

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

22年度
当初予算額

政策評価調書（個別票①-2）

【政策に含まれる事項の整理】

地球温暖化防止等の環境の保全に必要な経費

項

地球温暖化防止等対策費

地球温暖化防止等対策費 地球温暖化防止対策の技術開発に必要な経費

政策評価結果等
による見直し額23年度

要求額

24,036,713

831,485

18,108

24,886,306

の内数

政策名

合計

地球温暖化防止等の環境の保全を行う 3-9

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

事項

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

地球温暖化防止等の環境の保全に必要な経費地方運輸行政推進費

小計

35,429,982

817,052

16,238

36,263,272

の内数

の内数

36,263,272

の内数

の内数

の内数

の内数

24,886,306

の内数
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 3-9

22年度
当初
予算額

23年度
要求額

増減

うち政策評価
結果の反映に
よる見直し額

（B)

うち執行状況
の反映による
見直し額
（C)

政策評価調書（個別票①-3）

政策名 地球温暖化防止等の環境の保全を行う

政策評価結果又は執行状況の要求への反映内容

予算額（千円）

見直し額（A)

（B)+（C)-重
複

事務事業名 整理番号

合計
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単位 基準値 目標値

（年度） 19年度 20年度 21年度 （年度）

％ - - -2.35 -1.87

(①)

％ - - +0.53 -0.34

(②)

％ - - -1.54 -2.01

(③)

件 3 4 7 9 15

(18年度) (23年度)

政策の概要

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

地球温暖化対策を初めとする環境政策・省エネルギー政策を推進することで、国土
交通分野における環境負荷の低減を図る。

（総合的評価）
　近年地球温暖化や資源の枯渇、生態系の破壊など地球環境問題は深刻化し、国民の環境に対す
る意識も一層高まってきている。一部例外の指標もあるが、大部分の業績指標については概ね順
調かつ着実に推移しているところであり、今後も積極的に環境政策を推進していく必要がある。

【評価結果の概要】

（必要性）
　現在、我々の社会が抱える共通の課題として、「地球温暖化の危機」、「資源の浪費による危
機」、「生態系の危機」等、人類の生存基盤に関わる地球規模の環境問題がある。これら地球環
境問題の解決には、「低炭素社会」、「循環型社会」、「自然共生社会」を実現するための取組
を、持続可能な社会の構築に向けて、総合的に展開していくことが不可欠である。
　特に、地球温暖化については、京都議定書の目標達成のみならず、今後は国際協力を推進しつ
つ、中長期目標の達成に向けて取組を強化する必要がある。また、生物多様性の保全について
は、本年１０月に名古屋にて生物多様性条約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）が開催される予
定となっていることから、取組を一層強化するとともに、積極的に発信する必要がある。

(反映の方向性）
　順調に推移している指標については、現在の施策を引き続き着実に実施するとともに、目標達
成に向けた成果を示していない指標については、国際的な議論等の外部情勢も踏まえつつ、的確
に対応していく。

（効率性）
　地球環境問題の解決に当たっては、環境と経済・社会を統合的に向上させるとともに、政策課
題が分野横断的で多岐にわたることから、単発的な取組では効果的に対応することが困難であ
る。そのため、総合性・連携性に重点を置いて、国土交通省の幅広い施策を戦略的に実施するこ
とによって重点化して費用を抑えながらも、上記で述べた有効性を示していることから、効率的
に実施できたと評価できる。

地球温暖
化防止等
の環境の
保全を行
う

政策評価調書（個別票②）　（政策評価書要旨）

評価実施時期：平成２２年　８月
担当部局名：総合政策局環境政策課
担当者（連絡先）：柳井和則（内線24-335、yanai-k2ut@mlit.go.jp）

○暮らし・環境-3-9地球温暖化防止等の環境の保全を行う 番号政策名

（有効性）
　環境対策は施策の効果が出るまで比較的長い時間を要することや、世界同時不況の影響等もあ
るが、モーダルシフトに関する指標等については、目標値に向けて更なる取組が必要である。一
方、国土交通分野におけるＣＤＭ承認累積件数や、地区・街区レベルにおける包括的な都市環境
対策に取り組んでいる都市数等については、概ね順調かつ着実に推移しているところであり、国
土交通分野における環境負荷の低減のため有効に実施されたと評価できる。

指標名 達成目標・指標の
設定根拠・考え方

実　績　値達成目標

特定輸送事業者の
省エネ改善率（①
特 定 貨 物 輸 送事
業者、②特定旅客
輸送事業者、③特
定 航 空 輸 送 事業
者）

国土交通分野にお
けるＣＤＭ承認累
積件数

前年度比
－１％

(19年度
以降毎

年)

　京都議定書の６％削減
目標の達成を実現する
ために、改正省エネ法に
基づき、特定輸送事業者
にエネルギー使用に係る
原単位を年平均１％以上
低減させることを目標と
し、エネルギー使用量等
の定期報告を義務づけ
ている。

・目標設定の考え方
国土交通分野におけるＣ
ＤＭ推進に関する取組
みをさらに強化し、今後、
現在の伸び率を加速さ
せていくことを前提に目
標値を設定。
・根拠
京都議定書目標達成計
画（平成１７年４月２８日
閣議決定（平成２０年３月
２８日 全部改定））
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件/月 5,478 5,478 1,529 2,647 １万

(年度平均) (19年度) (23年度)

98.6 - 98.4 - 98以上

(17年度) (24年度)

98.1 - 97.3 - 98以上

(17年度) (24年度)

68.2 - 80.3 - 77

(17年度) (24年度)

90.7 - 89.4 - 95以上

(17年度) (24年度)

74.5 - 85.1 - 82

(17年度) (24年度)

292.8万t -

17年度排
出量に対
して9%削

減

-

17年度排出
量に対して
30%削減

(17年度) (24年度)

80.1 - 78.6 - 87

(17年度) (24年度)

％ 18 - 21 集計中 31

① (15年度) (22年度)

％ 32 36 39 集計中 66

② (16年度) (22年度)

％ 74 85 83 集計中 85

③ (16年度) (22年度)

重量車の平均燃費
向上率（平成１４年
度比）

％ 0
(14年度)

- 4 集計中 7
(22年度)

陸上電源設備の規
格が適用できる船
舶の種類の数

種類 0
(19年度)

0 0 0 4
(23年度)

　省エネ法に基づくトップ
ランナー方式による重量
車の燃費基準は、平成２
７年度を目標年度とし、
基準年度である平成１４
年度から１２％燃費が向
上するものとして設定さ
れた。
　このため、平成１４年度
から平成２７年度にかけ
て重量車の平均燃費向
上率が目標となる１２％
に向けて順調に推移した
場合を考慮し、平成２２
年度の目標値を７％と設
定した。

　停泊中の船舶に環境
負荷の少ない陸上電源
を供給することにより、Ｃ
Ｏ２の削減を図ることがで
きる。しかしながら、各港
での独自規格の乱立に
より、各港に寄港する船
舶による陸上電源設備の
利用を困難にすることが
懸念されているため、陸
上電源使用のための共
通規格の策定を行う必要
がある。
　また、全ての船種の船
舶に同一の標準を適用
させることはできないた
め、船舶の種類毎（旅客
船、コンテナ船、タン
カー、バルクキャリア）に
標準化する必要があり、
多くの船舶の種類につい
て標準化することにより、
陸上電源設備の導入を
促進することができる。

政策に関する評価結
果の概要と達成すべ

き目標等

％
(①：再資
源化率)

％
(②：再資
源化率)

％
(③：再資
源化率)

％
(③：再資源

化等率)

％
(④：再資源

化等率)

①一定の省エネルギー
対策を講じた住宅ストック
の比率
　・住生活基本計画（一
定の省エネルギー対策
を講じた住宅ストック比率
について平成２７年度４
０％達成）と整合を取りな
がら目標年次を変えて設
定。
②新築住宅における次
世代省エネ基準（平成１
１年基準）達成率
　・京都議定書目標達成
計画に掲げている目標
値（新築着工に占める次
世代省エネルギー基準
の達成割合：２０１０年度
６６％）を設定。
③一定の新築建築物に
おける次世代省エネ基
準（平成１１年基準）達成
率
　・京都議定書目標達成
計画に掲げている目標
値（新築着工に占める省
エネルギー法に基づく建
築主の判断基準の達成
割合：２０１０年度８５％）
を設定。

環境ポータルサイ
トへのアクセス件数

％
(⑤)

　建設工事に伴い発生
する建設副産物のリサイ
クル率を指標として設定
する。
　平成２０年４月に策定し
た「建設リサイクル推進
計画２００８」において、各
品目における平成２４年
度の目標値を定めてい
る。

住宅、建築物の省
エネルギー化(①
一定の省エネル
ギー対策を講じた
住宅ストックの比
率、②新築住宅に
おける次世代省エ
ネ基準（平成１１年
基準）達成率、③
一定の新築建築物
における次世代省
エネ基準（平成１１
年基準）達成率)

　環境ポータルサイトに
おいて、環境に関する施
策紹介、報告書、新規ト
ピック等の情報を提供す
る。環境に関する国民の
意識を高めるため、環境
ポータルサイトへのアク
セス数を月平均１万件以
上にすることを目標とす
る。

建設廃棄物の再資
源化・縮減率及び
建設発生土の有効
利用率（①アスファ
ルト・コンクリート
塊、②コンクリート
塊、③建設発生木
材（再資源化等
率）、④建設汚泥、
⑤建設混合廃棄
物、⑥建設発生
土）

％
(⑥：有効
利用率)



別紙（13－4）

トンキロ
(①)

21億増
(18年度)

23億増 16億増 0.2億増 32億増
(22年度)

トンキロ
(②)

301億
(18年度)

301億 287億 267億 312億
(22年度)

地区・街区レベル
における包括的な
都市環境対策に取
り組んでいる都市
数

都市 3
(19年度)

3 15 18 30
(24年度)

年度評価における
採択案件の採点の
平均値（革新的な
船舶の省エネル
ギー技術の研究開
発に係る指標）

％ - - - 89 80
(24年度)

　自動車よりも二酸化炭
素排出量の少ない鉄道・
海運へのモーダルシフト
を推進し、京都議定書の
公約を達成するため、
「京都議定書目標達成計
画」において、平成２２年
度における鉄道コンテナ
輸送トンキロ数を平成１２
年度と比較して３２億トン
キロ増加させ、また、平成
２２年度における施策を
実施しない場合の海上
輸送量を２５８億トンキロ
と推定し、施策を実施す
ることによって５４億トンキ
ロ増加させ、３１２億トンキ
ロにするという目標値を
設定。（京都議定書目標
達成計画 別表１－２７に
記載あり）

　京都議定書の第１約束
期間内（H20～H24 年
度）において、先導的都
市環境形成促進事業等
を活用し、包括的な都市
環境対策に取り組むこと
が予想される都市数から
設定。

関係する施政方針演
説等内閣の重要政策
（主なもの）

年月日

平成19年1月26日第166回国会　施政方針演説

エネルギーの使用の合理化に関する法律
（昭和54年法律49号）

施政方針演説等

昭和53年5月12月閣
議決定

京都議定書目標達成計画
平成20年３月28日

全部改定

・乗用車の燃費基準を2015年までに２割以上改善し、世界で最も厳しい
水準とする。

・物流体系全体のグリーン化を推進するため、自動車輸送から二酸化炭
素排出量の少ない内航海運又は鉄道による輸送への転換を促進する。
（第３章第２節１．（１））
・省エネルギー法による荷主・輸送事業者のエネルギー管理を引き続き
推進する。（第３章第２節１．（１））
・交通分野及び社会資本整備分野における京都メカニズムの推進・活用
について主体的に取り組む。（第３章第５節２．（５））　等

第５４条　国土交通大臣は、貨物輸送事業者であつて、政令で定める貨
物の輸送の区分（以下「貨物輸送区分」という。）ごとに政令で定める
輸送能力が政令で定める基準以上であるものを、貨物の輸送に係るエネ
ルギーの使用の合理化を特に推進する必要がある者として、当該貨物輸
送区分ごとに指定するものとする。 等

記載事項（抜粋）

　船舶の省エネルギー技
術開発の成果をタイム
リーに社会に還元してい
くためには、年度計画を
適切に設定し、それに基
づいて技術研究開発を
効果的・効率的に推進す
るとともに、進捗状況を的
確に評価・管理すること
が重要である。この観点
から当該年度に実施され
た技術研究開発課題のう
ち、年度評価における採
点結果の平均値を業績
指標として設定し、平成２
１年度以降毎年度、８
０％以上達成することを
目標とした。
　なお、革新的な船舶の
省エネルギー技術の研
究開発は、平成21 年度
から4 カ年継続して実施
することを前提としている
ことから、評価は、原則と
して、21 年に採択した22
件を対象に行うものであ
り、当該22 件の研究開
発が着実
に進捗するように、年度
評価によって適切に評
価・管理することとしてい
る。

モーダルシフトに
関する指標（①ト
ラックから鉄道コン
テナ輸送にシフト
することで増加す
る鉄道コンテナ輸
送量、②トラックか
ら海上輸送へシフ
トすることで増加す
る海上輸送量（自
動車での輸送が容
易な貨物（雑貨）
量））


